
所得税の最

相続税、課税対象広げる

自
民
党
の
野
田
毅
税
制
調
査

会
長
は
1
・
8
日
午
前
、
2
0
U
3

年
度
税
制
改
正
に
関
連
し
て
日

日
に
自
民
、
1
公
明
両
党
が
民
主

党
に
示
し
た
所
得
税
と
相
続
税

の
増
税
案
を
朋
ら
か
に
し
た
．
ぺ

所
得
税
の
最
高
税
率
は
現
行
の

し
胡
％
か
ら
胡
％
に
引
き
上
げ
、

課
税
所
得
が
「
3
0
0
0
万
円

超
か
ら
5
0
月
0
万
抒
超
獣

で
」
の
ど
こ
か
を
上
回
る
部
分

に
適
用
す
る
と
し
鷲
嘉
続
税

は
相
続
財
産
か
ら
差
も
引
く

■
十
基
礎
控
除
」
壷
減
ら
し
て
予

課
税
対
象
を
広
げ
る
。

民
主
党
題
は
日
に
党
内
の
税

制
諷
査
会
で
白
公
案
へ
の
対
応

を
話
し
合
う
。
自
公
民
3
覚
は

週
明
け
に
再
協
議
し
1
合
意
を

目
指
す
。

0
0
0
万
円
超
に
4
5
％
」
と
す

る
案
を
ま
と
め
た
経
緯
を
踏
ま

え
、
庵
の
あ
る
提
案
と
な
っ

た。
相
続
税
で
は
課
税
対
象
と
な

は
「
3
0
0
0
万
円
＋
6
0
0

万
円
×
法
定
相
続
人
数
」
∴
と
す

る
案
違
提
示
。
民
主
党
に
配
慮

し
た
形
で
、
現
行
の
「
5
0
0

0
万
円
＋
1
0
′
0
0
万
円
×
法

所
得
税
は
周
在
、
課
税
対
象

と
克
各
所
得
が
1
8
α
0
万
円

超
の
部
分
に
4
0
％
の
最
高
税
率

を
適
用
し
て
い
る
。
格
差
是
正

庖
強
く
求
め
る
公
明
党
の
主
張

や
、
民
主
党
が
与
党
時
代
に
「
5

る
相
続
財
産
の
う
ち
6
億
円
を

超
え
る
部
分
に
新
た
芯
5
5
％
の

蟄
同
税
率
を
設
け
る
方
針
を
示

し
た
。
課
税
対
象
の
財
産
か
ら

差
し
引
く
こ
と
が
で
き
る
「
非

課
税
枠
」
と
い
え
る
基
礎
控
除

定
相
続
人
数
」
と
比
べ
る
と
4

割
の
縮
小
と
な
る
。

基
礎
控
除
の
絡
小
に
は
首
鼠

党
内
に
↓
都
市
部
で
相
続
の
負

担
が
重
く
な
り
す
ぎ
る
」
．
と
の

批
判
が
あ
る
。
こ
の
た
め
自
公

両
党
は
相
続
税
の
課
税
価
格
の

計
算
に
あ
た
り
、
傭
火
が
住
居

に
使
っ
て
い
た
土
地
（
2
4
0

平
方
㍍
ま
で
）
の
評
価
を
本
来

の
2
割
と
す
る
克
ど
現
行
の
減

税
措
置
を
さ
ら
に
拡
大
す
る
方

針
を
l
民
主
党
に
伝
え
た
。

相
続
税
の
対
象
と
な
る
死
亡

保
険
金
の
非
課
税
枠
に
つ
小
て

は
、
5
0
0
万
円
×
法
定
相
偏

人
数
と
す
る
現
行
制
度
を
維
持

す
る
。
民
主
党
政
槍
は
相
続
人

を
未
成
年
者
な
ど
に
絞
る
縮
小

案
を
示
し
て
い
た
が
、
こ
れ
は

撤
回
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

二
、
．
．
．
．
．
．
や
∴
㌧
正

H

ノ

、

山

ゝ

、

．

－

1

＿


